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議案第３３号  

羽生市火災予防条例の一部を改正する条例  

羽生市火災予防条例（昭和３６年条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

（燃料電池発電設備）  （燃料電池発電設備）  

第８条の３  屋内に設ける燃料電池

発 電 設 備 （ 固 体 高 分 子 型 燃 料 電

池 、リン 酸型燃 料電 池、溶 融炭酸

塩 型燃料 電池又 は固 体酸化 物型燃

料 電池に よる発 電設 備であ って火

を 使用す るもの に限 る。第 ３項及

び 第５項 、第１ ７条 の２並 びに 第

４４条第１１号において同じ。）の

位 置、構 造及び 管理 の基準 につい

て は、第 ３条第 １項 第１号 （アを

除 く 。）、 第 ２ 号 、 第 ４ 号 、 第 ５

号 、 第 ７ 号 、 第 ９ 号 、 第 １ ７ 号

（ウ、ス及びセを除く 。）、第１８

号 及び第 １８号 の３ 並びに 第２項

第 １号、 第１１ 条第 １項（ 第７号

を 除 く 。） 並 び に 第 １ ２ 条 第 １ 項

（第２号を除く。）の規定を準用す

る。  

第８条の３  屋内に設ける燃料電池

発 電 設 備 （ 固 体 高 分 子 型 燃 料 電

池 、リン 酸型燃 料電 池、溶 融炭酸

塩 型燃料 電池又 は固 体酸化 物型燃

料 電池に よる発 電設 備であ って火

を 使用す るもの に限 る。第 ３項及

び 第５項 、第１ ７条 の２並 びに 第

４４条第１０号において同じ。）の

位 置、構 造及び 管理 の基準 につい

て は、第 ３条第 １項 第１号 （アを

除 く 。）、 第 ２ 号 、 第 ４ 号 、 第 ５

号 、 第 ７ 号 、 第 ９ 号 、 第 １ ７ 号

（ウ、ス及びセを除く 。）、第１８

号 及び第 １８号 の３ 並びに 第２項

第 １号、 第１１ 条第 １項（ 第７号

を 除 く 。） 並 び に 第 １ ２ 条 第 １ 項

（第２号を除く。）の規定を準用す

る。  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

（変電設備）  （変電設備）  

第 １ １ 条  屋 内 に 設 け る 変 電 設 備

（ 全出力 ２０キ ロワ ット以 下のも

の 及び次 条に掲 げる ものを 除く。

第 １ １ 条  屋 内 に 設 け る 変 電 設 備

（ 全出力 ２０キ ロワ ット以 下のも

の 及び次 条に掲 げる ものを 除く。
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以下同じ。）の位置、構造及び管理

は 、次に 掲げる 基準 によら なけれ

ばならない。  

以下同じ。）の位置、構造及び管理

は 、次に 掲げる 基準 によら なけれ

ばならない。  

（１）・（２）  （略）  （１）・（２）  （略）  

（ ３）  変電設 備（ 消防長 が火災

予 防 上 支 障 が な い と 認 め る 構 造

を 有 す る キ ュ ー ビ ク ル 式 の も の

を除く。）は、不燃材料で造った

壁 、 柱 、 床 及 び 天 井 （ 天 井 の な

い 場 合 に あ っ て は 、 は り 又 は 屋

根。以下同じ。）で区画され、か

つ 、 窓 及 び 出 入 口 に 防 火 戸 を 設

け る 室 内 に 設 け る こ と 。 た だ

し 、 変 電 設 備 の 周 囲 に 有 効 な 空

間 を 保 有 す る 等 防 火 上 支 障 の な

い 措 置 を 講 じ た 場 合 に お い て

は、この限りでない。  

（ ３）  変電設 備（ 消防長 （消防

署 長 ） が 火 災 予 防 上 支 障 が な い

と 認 め る 構 造 を 有 す る キ ュ ー ビ

クル式のものを除く。）は、不燃

材 料 で 造 っ た 壁 、 柱 、 床 及 び 天

井 （ 天 井 の な い 場 合 に あ っ て

は、はり又は屋根。以下同じ。）

で 区 画 さ れ 、 か つ 、 窓 及 び 出 入

口 に 防 火 戸 を 設 け る 室 内 に 設 け

る こ と 。 た だ し 、 変 電 設 備 の 周

囲 に 有 効 な 空 間 を 保 有 す る 等 防

火 上 支 障 の な い 措 置 を 講 じ た 場

合 に お い て は 、 こ の 限 り で な

い。  

（３）の２～（１０）  （略）  （３）の２～（１０）  （略）  

２  屋外に設ける変電設備（柱上及

び 道路上 に設け る電 気事業 者用の

も の並び に消防 長が 火災予 防上支

障 がない と認め る構 造を有 するキ

ュービクル式のものを除く。）にあ

っ ては、 建築物 から ３メー トル以

上 の 距 離 を 保 た な け れ ば な ら な

い 。ただ し、不 燃 材 料で造 り、又

は 覆われ た外壁 で開 口部の ないも

の に面す るとき は、 この限 りでな

い。  

２  屋外に設ける変電設備（柱上及

び 道路上 に設け る電 気事業 者用の

も の並び に消防 長 （ 消防署 長） が

火 災予防 上支障 がな いと認 める構

造 を有す るキュ ービ クル式 のもの

を除く。）にあっては、建築物から

３ メート ル以上 の距 離を保 たなけ

れ ばなら ない。 ただ し、不 燃材料

で 造り、 又は お おわ れた 外 壁で開

口 部のな いもの に面 すると きは、

この限りでない。  

３  （略）  ３  （略）  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

（急速充電設備）  （急速充電設備）  

第１１条の２  急速充電設備（電気

を 設備内 部で変 圧し て、 電 気自動

車 等（電 気を動 力源 とする 自動車

等 （道路 交通法 （昭 和３５ 年法律

第 １０５ 号）第 ２条 第１項 第９号

に 規定す る自動 車又 は同項 第１０

号 に規定 する原 動機 付自転 車をい

う。第１２号において同じ。）をい

う。以下この条において同じ。）に

第１１条の２  急速充電設備（電気

を 設備内 部で変 圧し て、電 気を 動

力 源とす る自動 車等 （道路 交通法

（ 昭和３ ５年法 律第 １０５ 号）第

２ 条第１ 項第９ 号に 規定す る自動

車 又は同 項第１ ０号 に規定 する原

動 機付自 転車を いう 。以下 この条

に お い て 同 じ 。） に 充 電 す る 設 備

（ 全出力 ２０キ ロワ ット以 下のも
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充 電する 設備（ 全出 力２０ キロワ

ッ ト以下 のもの 及び 全出力 ２００

キロワットを超えるものを除く。）

をいう。以下同じ。）の位置、構造

及 び管理 は、次 に掲 げる基 準によ

らなければならない。  

の 及び全 出力 ５ ０キ ロワッ ト を超

えるものを除く。）をいう。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次

に 掲げる 基準に よら なけれ ばなら

ない。  

（ １ ）  急速充電設備（全出力５０

キ ロ ワ ッ ト 以 下 の も の 及 び 消 防

長 が 認 め る 延 焼 を 防 止 す る た め

の 措 置 が 講 じ ら れ て い る も の を

除く。）を屋外に設ける場合にあ

っ て は 、 建 築 物 か ら ３ メ ー ト ル

以 上 の 距 離 を 保 つ こ と 。 た だ

し 、 不 燃 材 料 で 造 り 、 又 は 覆 わ

れ た 外 壁 で 開 口 部 の な い も の に

面 す る と き は 、 こ の 限 り で な

い。  

 

（２）  （略）  （１）  （略）  

（３）  （略）  （２）  （略）  

（４）  （略）  （３）  （略）  

（ ５）  充電を 開始 する前 に、急

速 充 電 設 備 と 電 気 自 動 車 等 と の

間 で 自 動 的 に 絶 縁 状 況 の 確 認 を

行 い 、 絶 縁 さ れ て い な い 場 合 に

は 、 充 電 を 開 始 し な い 措 置 を 講

ずること。  

（ ４）  充電を 開始 する前 に、急

速 充 電 設 備 と 電 気 を 動 力 源 と す

る 自 動 車 等 と の 間 で 自 動 的 に 絶

縁 状 況 の 確 認 を 行 い 、 絶 縁 さ れ

て い な い 場 合 に は 、 充 電 を 開 始

しない措置を講ずること。  

（ ６）  急速充 電設 備と 電 気自動

車 等 が 確 実 に 接 続 さ れ て い な い

場 合 に は 、 充 電 を 開 始 し な い 措

置を講ずること。  

（ ５）  急速充 電設 備と 電 気を動

力 源 と す る 自 動 車 等 が 確 実 に 接

続 さ れ て い な い 場 合 に は 、 充 電

を 開 始 し な い 措 置 を 講 ず る こ

と。  

（ ７）  急速充 電設 備と 電 気自動

車 等 の 接 続 部 に 電 圧 が 印 加 さ れ

て い る 場 合 に は 、 当 該 接 続 部 が

外 れ な い よ う に す る 措 置 を 講 ず

ること。  

（ ６）  急速充 電設 備と 電 気を動

力 源 と す る 自 動 車 等 の 接 続 部 に

電 圧 が 印 加 さ れ て い る 場 合 に

は 、 当 該 接 続 部 が 外 れ な い よ う

にする措置を講ずること。  

（８）  （略）  （７）  （略）  

（９）  （略）  （８）  （略）  

（１０）  （略）  （９）  （略）  

（１１）  （略）  （１０）  （略）  

（１２）  （略）  （１１）  （略）  
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（ １３）  コネ クタ ー（充 電用ケ

ー ブ ル を 電 気 自 動 車 等 に 接 続 す

る た め の 部 分 を い う 。 以 下 こ の

号において同じ。）について、操

作 に 伴 う 不 時 の 落 下 を 防 止 す る

措 置 を 講 ず る こ と 。 た だ し 、 コ

ネ ク タ ー に 十 分 な 強 度 を 有 す る

も の に あ っ て は 、 こ の 限 り で な

い。  

 

（ １４）  充電 用ケ ーブル を冷却

す る た め 液 体 を 用 い る も の に あ

っ て は 、 当 該 液 体 が 漏 れ た 場 合

に 、 漏 れ た 液 体 が 内 部 基 板 等 の

機 器 に 影 響 を 与 え な い 構 造 と す

る こ と 。 ま た 、 充 電 用 ケ ー ブ ル

を 冷 却 す る た め に 用 い る 液 体 の

流 量 及 び 温 度 の 異 常 を 自 動 的 に

検 知 す る 構 造 と し 、 当 該 液 体 の

流 量 又 は 温 度 の 異 常 を 検 知 し た

場 合 に は 、 急 速 充 電 設 備 を 自 動

的 に 停 止 さ せ る 措 置 を 講 ず る こ

と。  

 

（ １５）  複数 の充 電用ケ ーブル

を 有 し 、 複 数 の 電 気 自 動 車 等 に

同 時 に 充 電 す る 機 能 を 有 す る も

の に あ っ て は 、 出 力 の 切 替 え に

係 る 開 閉 器 の 異 常 を 自 動 的 に 検

知 す る 構 造 と し 、 当 該 開 閉 器 の

異 常 を 検 知 し た 場 合 に は 、 急 速

充 電 設 備 を 自 動 的 に 停 止 さ せ る

措置を講ずること。  

 

（ １６）  急速 充電 設備の うち蓄

電 池 を 内 蔵 し て い る も の に あ っ

て は 、 当 該 蓄 電 池 に つ い て 次 に

掲げる措置を講ずること。  

（ １２）  急速 充電 設備の うち蓄

電 池 を 内 蔵 し て い る も の に あ っ

て は 、 当 該 蓄 電 池 に つ い て 次 に

掲げる措置を講ずること。  

ア  （略）  ア  （略）  

イ  異 常 な 高 温 と な ら な い こ

と。  

イ  異 常 な 高 温 と な ら な い こ

と。また、異常な高温となった

場合には、急速充電設備を自動

的に停止させること。  

ウ  温 度 の 異 常 を 自 動 的 に 検 知

する構造とし、異常な高温又は
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低温を検知した場合には、急速

充電設備を自動的に停止させる

こと。  

エ  制 御 機 能 の 異 常 を 自 動 的 に

検知する構造とし、制御機能の

異常を検知した場合には、急速

充電設備を自動的に停止させる

こと。  

 

（１７）  （略）  （１３）  （略）  

（１８）  （略）  （１４）  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

（基準の特例）  （基準の特例）  

第３４条の３  この章（第３０条、

第 ３ １ 条 の ７ 及 び 第 ３ ２ 条 を 除

く、以下同じ。）の規定は、指定数

量 未満の 危険物 及び 指定可 燃物の

貯 蔵及び 取扱い につ いて、 消防長

が 、その 品名及 び数 量、貯 蔵及び

取 扱いの 方法並 びに 周囲の 地形そ

の 他の状 況等か ら判 断して 、この

章 の規定 による 貯蔵 及び取 扱い並

び に貯蔵 し、又 は取 り扱う 場所の

位 置、構 造及び 設備 の技術 上の基

準 によら なくて も、 火災の 発生及

び 延焼の おそれ が著 しく少 なく、

か つ、火 災等の 災害 による 被害を

最 少限度 に止め るこ とがで きると

認 めると き、又 は予 想しな い特殊

の 構造若 しくは 設備 を用い ること

に よりこ の章の 規定 による 貯蔵及

び 取扱い 並びに 貯蔵 し、又 は取り

扱 う場所 の位置 、構 造及び 設備の

技 術上の 基準に よる 場合と 同等以

上 の効力 がある と認 めると きにお

いては、適用しない。  

第３４条の３  この章（第３０条、

第 ３ １ 条 の ７ 及 び 第 ３ ２ 条 を 除

く、以下同じ。）の規定は、指定数

量 未満の 危険物 及び 指定可 燃物の

貯 蔵及び 取扱い につ いて、 消防長

（ 消防署 長） が 、そ の品名 及び数

量 、貯蔵 及び取 扱い の方法 並びに

周 囲の地 形その 他の 状況等 から判

断 して、 この章 の規 定によ る貯蔵

及 び取扱 い並び に貯 蔵し、 又は取

り 扱う場 所の位 置、 構造及 び設備

の 技術上 の基準 によ らなく ても、

火 災の発 生及び 延焼 のおそ れが著

し く少な く、か つ、 火災等 の災害

に よる被 害を最 少限 度に止 めるこ

と ができ ると認 める とき、 又は予

想 しない 特殊の 構造 若しく は設備

を 用いる ことに より この章 の規定

に よる貯 蔵及び 取扱 い並び に貯蔵

し 、又は 取り扱 う場 所の位 置、構

造 及び設 備の技 術上 の基準 による

場 合と同 等以上 の効 力があ ると認

め る と き に お い て は 、 適 用 し な

い。  

（ 火を使 用する 設備 等の設 置の届

出）  

（ 火を使 用する 設備 等の設 置の届

出）  

第４４条  火を使用する設備又はそ

の 使用に 際し、 火災 の発生 のおそ

れ のある 設備の うち 、次に 掲げる

も のを設 置しよ うと する者 は、あ

第４４条  火を使用する設備又はそ

の 使用に 際し、 火災 の発生 のおそ

れ のある 設備の うち 、次 の 各号に

掲 げるも のを設 置し ようと する者
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ら かじめ 、その 旨を 消防長 に届け

出なければならない。  

は 、あら かじめ 、そ の旨を 消防長

に届け出なければならない。  

（１）～（９）  （略）  （１）～（９）  （略）  

（ １０）  急速 充電 設備（ 全出力

５ ０ キ ロ ワ ッ ト 以 下 の も の を 除

く。）  

 

（１１）  （略）  （１０）  （略）  

（１２）  （略）  （１１）  （略）  

（１３）  （略）  （１２）  （略）  

（１４）  （略）  （１３）  （略）  

（ １５）  水素 ガス を 充塡 する気

球  

（ １４）  水素 ガス を 充て んする

気球  

（ 指定数 量未満 の危 険物等 の貯蔵

及び取扱いの届出等）  

（ 指定数 量未満 の危 険物等 の貯蔵

及び取扱いの届出等）  

第４６条  指定数量の５分の１以上

（ 個人の 住居で 貯蔵 し、又 は取り

扱 う場合 にあっ ては 、指定 数量の

２ 分の１ 以上） 指定 数量未 満の危

険 物及び 別表第 ８で 定める 数量の

５ 倍以上 （再生 資源 燃料、 可燃性

固 体類等 及び合 成樹 脂類に あって

は 、同表 で定め る数 量以上 ）の指

定 可燃物 を貯蔵 し、 又は取 り扱お

う とする 者は、 あら かじめ 、その

旨 を消防 長に届 け出 なけれ ばなら

ない。  

第４６条  指定数量の５分の１以上

（ 個人の 住居で 貯蔵 し、又 は取り

扱 う場合 にあっ ては 、指定 数量の

２ 分の１ 以上） 指定 数量未 満の危

険 物及び 別表第 ８で 定める 数量の

５ 倍以上 （再生 資源 燃 料、 可燃性

固 体類等 及び合 成樹 脂類に あって

は 、同表 で定め る数 量以上 ）の指

定 可燃物 を貯蔵 し、 又は取 り扱お

う とする 者は、 あら かじめ 、その

旨 を消防 長 （消 防署 長） に 届け出

なければならない。  

２  （略）  ２  （略）  

（タンクの水張検査等）  （タンクの水張検査等）  

第４７条  消防長は、前条第１項の

届 出に係 る指定 数量 未満の 危険物

又 は指定 可燃物 を貯 蔵し、 又は取

り 扱うタ ンクを 製造 し、又 は設置

し ようと する者 の申 出によ り、当

該 タンク の水張 検査 又は水 圧検査

を行うことができる。  

第４７条  消防長（消防署長）は、

前 条第１ 項の届 出に 係る指 定数量

未 満の危 険物又 は指 定可燃 物を貯

蔵 し、又 は取り 扱う タンク を製造

し 、又は 設置し よう とする 者の申

出 により 、当該 タン クの水 張検査

又 は 水 圧 検 査 を 行 う こ と が で き

る。  

  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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（経過措置）  

２  この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている

この条例による改正後の第１１条の２第１項に規定する急速充電設

備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお

従前の例による。  

  令和３年２月２４日提出  

             埼玉県羽生市長  河  田  晃  明    

 

 


